
議案第１０号 

 

大口町障害者医療費支給条例等の一部改正について 

 

大口町障害者医療費支給条例等の一部を改正する条例を別紙のように定めるもの

とする。 

 

  平成３０年２月２８日提出 

 

 大 口 町 長  鈴 木 雅 博   

 

（提案理由） 

この案を提出するのは、高齢者の医療の確保に関する法律の一部が改正されるこ

とに伴い、関係条例の一部を改正するため必要があるからである。 

 





大口町障害者医療費支給条例等の一部を改正する条例 

 

 （大口町障害者医療費支給条例の一部改正） 

第１条 大口町障害者医療費支給条例（昭和４８年大口町条例第２１号）の一部を

次のように改正する。 

第４条第１号中「第５０条第２号」の次に「又は第５５条の２第１項第２号」

を加える。 

 （大口町精神障害者医療費支給条例の一部改正） 

第２条 大口町精神障害者医療費支給条例（平成１９年大口町条例第３２号）の一

部を次のように改正する。 

第５条第１号中「第５０条第２号」の次に「又は第５５条の２第１項第２号」

を加える。 

 （大口町母子・父子家庭医療費の支給に関する条例の一部改正） 

第３条 大口町母子・父子家庭医療費の支給に関する条例（昭和５３年大口町条例

第１８号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項第２号中「６５歳以上の」を削り、「その障害の状態若しくは６

５歳に至った日が月の初日以外である場合にあっては、その日の属する月の末日」

を「その者が高齢者の医療の確保に関する法律第５０条第２号又は第５５条の２

第１項第２号に該当する者として認定を受けるための申請を行う場合は、当該認

定を受ける」に改める。 

附 則 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 
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第１条関係 

大口町障害者医療費支給条例の一部改正新旧対照表 

新 旧 

（適用除外） （適用除外） 

第４条 前２条の規定にかかわらず、次の各号

のいずれかに該当する者は受給資格者としな

い。 

第４条 前２条の規定にかかわらず、次の各号

のいずれかに該当する者は受給資格者としな

い。 

(1) 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和

５７年法律第８０号）による医療を受ける

ことができる者及び高齢者の医療の確保に

関する法律施行令（平成１９年政令第３１

８号）別表に定める程度の障害の状態にあ

る６５歳以上の者（その者が高齢者の医療

の確保に関する法律第５０条第２号又は第

５５条の２第１項第２号に該当する者とし

て認定を受けるための申請を行う場合は、

当該認定を受けるまでの間は除く。） 

(1) 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和

５７年法律第８０号）による医療を受ける

ことができる者及び高齢者の医療の確保に

関する法律施行令（平成１９年政令第３１

８号）別表に定める程度の障害の状態にあ

る６５歳以上の者（その者が高齢者の医療

の確保に関する法律第５０条第２号に該当

する者として認定を受けるための申請を行

う場合は、当該認定を受けるまでの間は除

く。） 

(2)～(5) 略 (2)～(5) 略 
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第２条関係 

大口町精神障害者医療費支給条例の一部改正新旧対照表 

新 旧 

（適用除外） （適用除外） 

第５条 前２条の規定にかかわらず、次の各号

のいずれかに該当する者は受給資格者としな

い。 

第５条 前２条の規定にかかわらず、次の各号

のいずれかに該当する者は受給資格者としな

い。 

(1) 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和

５７年法律第８０号）による医療を受ける

ことができる者及び高齢者の医療の確保に

関する法律施行令（平成１９年政令第３１

８号）別表に定める程度の障害の状態にあ

る６５歳以上の者（その者が高齢者の医療

の確保に関する法律第５０条第２号又は第

５５条の２第１項第２号に該当する者とし

て認定を受けるための申請を行う場合は、

当該認定を受けるまでの間は除く。） 

(1) 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和

５７年法律第８０号）による医療を受ける

ことができる者及び高齢者の医療の確保に

関する法律施行令（平成１９年政令第３１

８号）別表に定める程度の障害の状態にあ

る６５歳以上の者（その者が高齢者の医療

の確保に関する法律第５０条第２号に該当

する者として認定を受けるための申請を行

う場合は、当該認定を受けるまでの間は除

く。） 

(2)～(5) 略 (2)～(5) 略 
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第３条関係 

大口町母子・父子家庭医療費の支給に関する条例の一部改正新旧対照表 

新 旧 

（受給資格者） （受給資格者） 

第２条 略 第２条 略 

２ 前項の規定にかかわらず、次のいずれかに

該当する者は、受給資格者としない。 

２ 前項の規定にかかわらず、次のいずれかに

該当する者は、受給資格者としない。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和

５７年法律第８０号）による医療を受ける

ことができる者及び高齢者の医療の確保に

関する法律施行令（平成１９年政令第３１

８号）別表に定める程度の障害の状態にあ

る者（その者が高齢者の医療の確保に関す

る法律第５０条第２号又は第５５条の２第

１項第２号に該当する者として認定を受け

るための申請を行う場合は、当該認定を受

けるまでの間は除く。） 

(2) 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和

５７年法律第８０号）による医療を受ける

ことができる者及び高齢者の医療の確保に

関する法律施行令（平成１９年政令第３１

８号）別表に定める程度の障害の状態にあ

る６５歳以上の者（その障害の状態若しく

は６５歳に至った日が月の初日以外の日で

ある場合にあっては、その日の属する月の

末日までの間は除く。） 

(3)～(6) 略 (3)～(6) 略 

３ 略 

 

３ 略 
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改 正 要 旨 

 

１ 改正の趣旨 

  障害者医療費支給条例では、６５歳以上で後期高齢者医療制度の障害認定程度

の状態にあると障害者医療の適用除外となります。そのうち、後期高齢者医療制

度へ加入した場合は、後期高齢者福祉医療の受給資格者となります。 

ただし、身体障害者手帳等を取得されてから後期高齢者医療制度の障害認定を

受けるまでの期間は、適用除外から除外され障害者医療の受給資格者となります。 

このたびの後期高齢者医療制度の住所地特例の改正により、本町の福祉医療の

適用除外から除外される該当者を追加するため改正を行うものです。なお、この

条例において改正する他の福祉医療（精神障害者医療、母子・父子家庭医療）に

ついても同様の扱いになります。 

条 例 名 対 象 者 支給内容 

障害者医療費支給条例 ・身体障害者手帳１～３級、腎機能障

害４級、進行性筋萎縮症４～６級 

・療育手帳Ａ・Ｂ判定 

・自閉症状群と診断されている方 

医療費（自己負担

分）の支給 

精神障害者医療費支給条

例 

・精神障害者保健福祉手帳１・２級 

・自立支援医療受給者証保持者 

医療費（自己負担

分）の支給 

母子・父子家庭医療費の支

給に関する条例 

・児童が１８歳の年度末までの母子

家庭の母と児童 

・児童が１８歳の年度末までの父子

家庭の父と児童 

・１８歳の年度末までの父母のいな

い児童 

医療費（自己負担

分）の支給 
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障害者医療の例 

 岐阜県の国民健康保険加入の方が、大口町の施設へ入所し、その後７５歳になる

までに身体障害者手帳の交付を受け、後期高齢者医療制度の障害認定を受ける場

合 

 

 現行 平成３０年３月３１日まで  

適用除外の除外該当者：高齢者の医療の確保に関する法律第５０条第２号該当者 

 

 

 

住所地  岐阜県Ａ市   大口町           

医療保険  Ａ市国保   Ａ市国保           愛知県後期高齢 

（住所地特例）         《住所地特例が外れる》 

福祉医療  適用なし           大口町    大口町 

                     障害者医療  後期高齢者福祉医療 

 

 

 改正後 平成３０年４月１日から  

適用除外の除外該当者：高齢者の医療の確保に関する法律第５５条の２第１項 

第２号該当者 

 

 

住所地  岐阜県Ａ市   大口町           

医療保険 岐阜県国保  岐阜県国保           岐阜県後期高齢 

（住所地特例）         《住所地特例継続》 

福祉医療  適用なし           大口町    大口町 

                     障害者医療  後期高齢者福祉医療 

                     

２ 施行期日 

  平成３０年４月１日から施行します。 

身体障害者 

手帳交付 
入所 

６５歳以上

障害認定 

身体障害者 

手帳交付 
入所 

６５歳以上

障害認定 
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